碓氷社における座繰製糸から機械製糸への移行について by 今野 昌信 et al.
−27−
はじめに
１．碓氷社の創業
2 ．業容の拡大と機械化
おわりに
はじめに
碓氷社は1878（明治11）年 5 月に群馬県碓氷郡東上磯部村の萩原音吉、萩原鐐太郎、萩
原専平らを中心に創設された。その目的は製糸の改良と統一であった。県内の製糸業は古
くから桐生、足利、そして上方などの需要を満たす婦女子の副業として営まれてきたが、
1859（安政 6 ）年に横浜に生糸市場が設けられ、生糸が主要な輸出品として注目を集める
や、粗製濫造の弊害が広がり、やがて糸価の低落から桑園の荒廃を引き起こした。その原
因には未熟な繰糸技術だけでなく、蚕種の多様化から生じた品質の低下や不均質化などが
あった。その対策として、製糸技術の向上とその伝搬、蚕種の統一化とその普及、製糸の
改良と統一が図られた。具体的には富岡製糸場、国立ならびに県立の蚕種製造所の創設が
あり、碓氷郡においては碓氷社の創業であった。
碓氷社が製糸の改良と統一を創業の目的とした背景には、重要な製品輸出市場であっ
た米国市場が、均質な製品を大量に需要する市場特性を持っていた点を萩原鐐太郎は指摘
している1。明治期の製糸業に関しては、従来供給側の生産体制の整備や生産技術の改良
と普及に関心が集まり、研究成果2が蓄積されてきた。そのため、古い養蚕県である群馬
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1  　萩原鐐太郎は明治42年に社員に向けて語った社業談のなかで「一様なる製糸を多量に製出する事が何故に当社発達の原因
の一であるかと云ふに、之を会得するには我が国製糸の需要せらるる米国の事情を少しく知るの必要がある」として、有力な取
引先であったチルト氏とスキンナー氏がそれぞれ所有する工場の規模の大きさに言及している。（安中市史刊行委員会編『安中
市史』第 6 巻pp841-843）
2  　例えば、南亮進・牧野文夫「製糸業における技術選択」（南・清川編［1987］第 3 章）は、製糸業における技術進歩を座繰り・
器械繰り・多条繰りの移行ととらえ、利潤率極大化行動が技術を選択するとして、詳細な実証分析を行っている。大塚［1994］
は資本収益率仮説に立ち、第 3 章で1900年以前の明治期における座繰りと機械繰りを甘楽社と長野県平野村を事例に、技術
選択を動学的に実証分析した。清川［1995］は第 4 章で多条繰糸機の全国への普及を分析し、その要因として、多条繰糸機と
その技術に関する情報の生産とそれを流通させるネットワークに注目している。
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県と新しい養蚕県である長野県とを比較するとき、前者の座繰り3ならびに改良座繰りと
後者の機械繰りが比較の視点となり、前者が座繰りから機械繰りへ移行する間に、後者が
近代的な機械工場制度を駆使して生産力を拡大し、生産量並びに市場シェアで前者を追い
抜くという結論を導く議論が多かった。勿論、この結論に異を唱える者はないであろう。
しかし、その場合、碓氷社を含む所謂南三社の存続を可能にした諸要因の積極的な評価が
欠落したままとなるであろう。
本稿の目的は、碓氷社が業容の拡大に併せ、漸進的に座繰製糸から機械製糸へ移行す
る創業から1910年ころまでの期間に着目し、同社においてはなぜ急速な機械化が進められ
なかったのか、を生産活動の面から検討することにある。第 1 節では碓氷社の創業を、第
2 節では座繰製糸から機械製糸へ移行する過程における生産量など業容の拡大を資料から
整理し、まとめとして技術の移行と経営戦略の関係を考察する。以上から、技術選択の問
題は多分に経営戦略上の問題でもあり、市場動向に即した動態的な分析視点の必要性を考
えてみたい。
１．碓氷社の創業
1878（明治11）年 5 月に前橋精糸原社の社則を手本に萩原鐐太郎の手になると伝えらえ
る約定書が起草され、13日に群馬県令楫取素彦に対し「自製繭を以って製糸組合設立願」
が出された。自製繭生糸組合世話役には萩原弥惣治ほか15名、頭取には萩原音吉、副頭取
には萩原専平と富田直太郎が名を連ね、社員数103名であった。 7 月15日に群馬県の認可
が下りた。萩原鐐太郎は約定書の中に社員として名が記されているが、1879（明治12）年
に碓氷社創業に対する祝辞を碓氷郡役所勧業科員の立場で述べている。約定書は全47条で
あるが、その社則は前橋精糸原社のそれを手本とした。しかし、同社はそもそも士族授産
を目的に設立されたため自家製の繭ではなく購入繭が製糸の原料であり、養蚕農家が主体
の碓氷社の現状とは相違するため同年「碓氷精糸社社則」に改められることになった。
変更点は、例えば、社員の規定に関して前者が第 6 条において「社員ハ壱株金20円ヲ差出
シ」とあり、出資金から規定されている一方、後者では第36条において「自製繭製糸額凡
壱貫二百目以上ヲ製出スルニアラザレバ株主トナルヲ得ズ」と生産量から規定されてい
る。また、後者では、第 2 条で組・小組を分かち、第 5 条で社員100名以上かつ「製糸一
歳ノ額凡三百貫目以上製出スベキ揚機械一工場ヲ設立」することが組の条件となってい
る。碓氷社は製糸組合であり、共同揚げ返し場が共同事業の実質的な意味を担っていたこ
とを改めて明確に規定したといえよう。そして、後者の社則は全164条からなり、約定書
に比べ条文数は3.5倍に増加した。約定書は全47条を羅列する一方で、社則は第 1 章から
第22章に章立てており4、1889（明治22）年に社則が改正されるまでの10年間、碓氷社の
 
3  　「明治十一年五月　自製繭ヲ以テ連合座繰製糸申合約定書」第 2 条に「当社名ハ碓氷座繰製糸社ト称シ候事」とあり、同社
が座繰り製糸農家が集合した組織体としてスタ トーしたことがわかる。（『安中市史』p752）
4  　条文数に項数を加えて、その数の大きい順に社則を構成する章を並べ替えれば、第 4 章「役員任期及ビ選挙之事」8 条（11項）、
第 6 章「精糸品等鑑別之事」14条、第 2 章「役員名称及ビ俸給旅費之事」12条、以下となる。第 4 章第21条は品質検査役、第22条は
テドロ検査掛、第23条は揚場掛に関する規定であり、第 6 章のそれと併せていかに品質管理が重視されていたかがうかがわれる。
−29−
碓氷社における座繰製糸から機械製糸への移行について（今野）
定款として機能した。
そして、その改正は同年 3 月の営業満期到来もさることながら、実際に生産される製品
と規定の整合を図り、規定運用の実質を高める過程でもあった。例えば、生糸の等級区分
は、1878（明治11）年の約定書第15条においては、優等、上等、中等、下等の 4 区分とし
たが、79年の社則では第 6 章「精糸品等鑑別之事」第44条と第45条において品位を 6 等に
分け、 1 等と 2 等を上等、 3 等と 4 等を中等、 5 等と 6 等を下等と称すると規定したが、
1879（明治12）年次の営業報告書には品等として優等、上中、上下、中上、中、中下、下
上、下の 8 区分であった。等級区分とその運用での混乱、何より呼称の紛らわしさがみら
れた。1889（明治22）年の改正社則第 6 章「製糸等級及ビ糸整法」第32条において、座繰
製糸の等級を優等、上等、中等、下等に等外を加え、等外を除いて大きく 4 区分し、それ
ぞれに甲乙の 2 等をいれて 8 区分とした5。1900（明治33）年の清算書では「姫票」など
の商標によって製品を区分してその売上高を記載しており、ようやくこのころになって製
品の品質区分とブランドの対応が始まったといえるであろう。
その一方で、89年の改正では製糸を第31条において第 1 類座繰製糸と第 2 類機械製糸と
に分けたが、その座繰製糸の等級区分基準を第33条において機械製糸にも準用しており、
両者の等級区分は互いに独立ではない。
『碓氷郡志』では、碓氷社は「明治11年 5 月斯業改良の目的で一つの製糸合同販売団
体」6として創立され、同年 8 月に「協同製糸揚返し機械」を開業した、とある。この組
織は営利を目的とした市場志向の製糸組合であり、製糸の改良と統一とは、製品品質の向
上とはっきりした品質区分およびその表現を内容としており、品質向上のための技術選
択とともにブランド構築も課題であったと言えよう。1889（明治22）年の改正社則は第 6
章に続いて第 7 章「製糸検査」において 4 種の検査を指定し、第44条において切数評価と
褒章制度が設けられ、併せて等級検査結果に対する組合員からの不服申し立てと再検査が
第45条に規定されるなど、組合員の間に製品評価の客観化に向けた合意形成が図られてい
る。同じく改正社則第14章「商標並ニ印章」第99条において、第31条に対応し第 1 類座繰
製糸の商標を 5 様に分ける一方で、第 2 類機械製糸は 2 様となっている。すなわち、座繰
製糸の 1 等は「五人娘票」赤色、 2 等「五人娘票」薄青色、 3 等「山東票」などである一
方、機械製糸 1 等・ 2 等は「機械五人娘」、 3 等は「提燈」であり、商標上で機械製糸の
1 等・ 2 等の区別はない。
『碓氷郡志』には、「この（1885）年から機械製糸を遣り出したのである。之がため爾
来年と共にその基礎も益々鞏固となり、同23（1890）年にはその区域も長野県迄に及び、
同25（1892）年になると県下各郡同社の共同揚げ返し場のない所はなく」7と記されてい
る。1890年代以降、機械製糸導入と共同揚げ返し場の設置が相俟って碓氷社の組織拡大を
 
5  　『安中市史』p793
6  　『碓氷郡志』p73。また、同上約定書第 1 条には「結社ノ旨趣タル同志協力銘々養飼ノ繭ヲ合セ品位ヲ区別、各工手ノ術ヲ尽
シ、不欺ノ良糸ヲ製造一手ニ販売、以テ完金ノ収得スルヲ社中ノ目的トス」とうたわれている。（『安中市史』p752）
7  　『碓氷郡志』p74
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促進したと思われるが、1880年代においてはまだまだ座繰製糸が優位であり、1880年代半
ばころが同社を機械製糸に向かわせた転機といえるかもしれない。
２．業容の拡大と機械化
初めに、図2-1から組合数の推移をみてみよう。『碓氷社50年史』164頁の「製糸製出
高一覧表」では、創業の年から一貫して組数の増加がみられる。『碓氷郡志』によれ
ば、「明治23（1890）年にはその区域も長野県迄に及び（中略）同35（1902）年にはそ
の区域を埼玉、千葉、茨城の三県に広げ、 5 県28都市に於て実に百有十一組」に増加し
た（『同』p74）。また、同年 6 月に高崎市に分工場を設置した。同書が刊行された1923
（大正12）年ころには「今やその区域も 1 府11県に及び組数170余個（中略）連合組合員
数も 3 万有余人」になった、とある。
次いで生産量をみてみよう。図2-2は1878年から1925年までの生産量の推移を表してい
る。図ではわかりにくいが1878年には237.6貫の生産があり、翌79年にはその16倍ほどの
3746.2貫まで増大している。97年に27061.9貫の生産をみたが、それ以降、1900年代に入っ
てからは急速な増大となっている。生産量の増加は組数の増加によるのか、あるいは機械
製糸への転換が進んだためなのか、が問題となろう。1882（明治15）年に 1 組当たり生産
量は479.06貫、翌87年には554.53貫に達し、1900年の580.44貫を最高に毎年 1 組当たり400
貫から500貫の生産量となっている。図2-3を見る限りでは組数の増加は生産量の増大をも
たらしたが、1890年代半ばから進められた機械製糸への転換は、 1 組当たり生産数量の増
大にはつながらなかったようである。もっとも、機械製糸への転換が各組同時に進められ
たのではなく、碓氷社内に漸次拡大していったため、機械製糸への転換を果たした組にお
ける生産量の増加が、座繰製糸のまま小規模生産の後発参加者の生産量と平均化された可
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能性が残る。また、座繰製糸の生産量が機械製糸に劣らず増加した可能性もあるだろう。
1896（明治29）年度の「各支部製糸原糸量及精算糸量一目表」では座繰製糸を行う54
組のうち21組が機械製糸を兼業しており、1900（明治33）年度のそれでは74組のうち15組
が、1906（明治39）年度では137組のうち16組が座繰製糸と機械製糸を兼業している。年
を追うごとに碓氷社に参加した組は増加したが、機械製糸を行う組は1906年度までに大き
な増加はない。座繰製糸から機械製糸へ転換するためには設備投資が必要であろうから、
在来の製糸技術である座繰器械をもって碓氷社に参加した後発参加組には、製糸組合への
参加が共同揚げ返し場の利用をはじめ、やがてこの初期投資のための投資資金を金融する
機会と思われたであろう。果たして機械製糸への移行は生産量の増大をもたらしたのだろ
うか。次いで、機械製糸を兼業した組を拾い上げ、座繰製糸と機械製糸の生産量の推移を
確かめてみよう。
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図2-4は1896（明治29）年度、1900（明治33）年度、1906（明治39）年度の各年度に生産
された機械製糸原糸量の座繰製糸原糸量に対する比率を表している。座繰製糸と機械製
糸を兼業する組のうち、データが揃う東九十九組ほか14組と碓氷社のそれをグラフ化し 
た8。この 3 ヶ年に機械製糸の生産量が座繰製糸のそれを超えて増大するならば、その比
率は半径 1 の円を超えていくことになる。半径 1 の円を超えない場合は機械製糸の生産量
は座繰製糸のそれを超えず、座繰製糸が機械製糸に優位であったとみることができる。藤
巻組、白精組、仙流組、新堀組、春日組、後閑組の 6 組は1896（明治29）年からすでに機
械製糸が座繰製糸に優位である。その一方で、東九十九組、元組、北九十九組、碓東組、
俎倉組、原一組、鷺宮西組の 7 組は座繰製糸が機械製糸に優位であった。西九十九組、藤
巻組、上千鳥組は両者がほぼ同じ生産量で推移している。図2-4は両者の比率の推移を示
しており、生産量とその変化は不明であるから、図2-5でそれを補っておこう。
図2-5は図2-4と同じ 3 ヶ年での15組の生産量を示している。図中のaは座繰原糸量、bは
機械原糸量である。東九十九組と元組は座繰原糸の生産で他の組を圧倒しており、また、
両組とも座繰製糸が機械製糸に優位であるのがみてとれる。同じく俎倉組の1900年度にお
ける座繰生産量も834貫を超えている。図2-4に明らかな機械製糸が座繰製糸に優位である
藤巻組を含む 6 組の生産量を図2-5において他の組と比較してみれば、東九十九組や元組
の機械製糸量と大差なく、年間150貫から200貫の生産量であることがわかる。この当時機
械製糸が座繰製糸に優位である組は概してその生産量が少なく、碓氷社草創期から参加し
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図 2 - 4 　 機械原糸量/座操原糸量
 
8  　東九十九組ほか、元組、北九十九組、西九十九組、藤巻組、白精組、碓東組、仙流組、俎倉組、新堀組、原一組、春日組、上千
鳥組、鷺宮西組、後閑組の14組。
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た東九十九組や元組の座繰製糸生産量の大きさと比較すれば、碓氷社が既存技術を前提に
製糸組合結社としてスタートした事実を改めて印象付けるといえよう。合わせて東九十九
組、元組、北九十九組など碓氷社草創期から参加した各組における座繰製糸の生産量の大
きさにも注目すべきである。
機械製糸への移行は1880年代半ばから始まったが、その後約20年間、碓氷社においては
座繰製糸に対する機械製糸の比率が28%、8.6%、4%へと低下している。碓氷社を構成する
各組それぞれの上記のような機械化の動きが反映しており、同時に碓氷郡を超えて急速に
広がる圏域がこの比率に反映したと予想される。この時期にみられた座繰製糸から機械製
糸への転換は生産量の増加にはいまだはっきりした影響は現れてはいないといえるだろ
う。次に製品品質に眼を向けてみよう。
図2-6は1879（明治12）年における各組の生産量とその等級区分を表している。創立当
初から参加の13組のうち、元組が総量で625貫を生産し、この年の碓氷社の総生産量3744
貫の約17%を占めている。次いで横野組は588貫、15.7%となっている。東九十九組から飽
馬組までは355貫から261貫の間にあり、生産量で拮抗しているが、等級区分上の上中、
上下、中上の割合が高いようである。図2-7は各組それぞれの生産量を100としたときの優
等から下までの割合を表している。元組は他の組に比べて高い製品品質を誇っている。
優等糸の割合が高く22.14%、上中は38%、上下は21.47%であり、横野組の8.12%、23.77%、
25.65%と比較してみれば明らかであろう。碓氷社全体で優等から下までの割合は11.2%、
26.73%、24.64%、19.74%、10.5%、4.61%、1.38%、0.47%である。優等糸の生産に注目すれ
ば、元組は約138貫を産出し、13組の合計446貫の30%を占め、第 2 位の横野組約48貫の 3
倍、その他の組を圧倒する生産量となっている。平均34.3貫を超えた組は元組の外には
1896貫
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出所：『安中市史第6巻』pp822-823、pp826-27、p834
図 2 - 5 　 15組の生産原糸量（a座操、b機械）
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横野組、東九十九組、碓川組の 3 組しかなく、そのため標準偏差は33.03貫と偏りが大き
い。言い換えれば1879年の座繰製糸の製品品質は組によってバラツキが大きく、碓氷社の
目標として製糸の改良と統一が掲げられた理由が首肯できよう。
元組は1906（明治39）年までは座繰製糸が機械製糸に優位であった。1879年の生産活動
の結果から元組参加組合員の座繰技術の高さが予想され、東九十九組など 6 組では元組を
目標に座繰技術の向上が機械製糸への移行に優先したと思われる。また図2-4において、
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図 2 - 6 　 1879年の生産量と等級区分
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図 2 - 7 　 各組の等級割合
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機械製糸が座繰製糸に優位である藤巻組ほか 5 組は『安中市史第 6 巻』では1896（明治
29）年度の資料にその名がみられ、1879年以降1895年までの間に碓氷社に参加した後発組
であった。これらの組は元組など創立当初の参加組への対抗手段として機械製糸を採用し
たと予想される。機械製糸への移行が進むにつれ製品品質はどのように変化していったの
か、続けて資料を検討してみよう。
図2-8は元組ほか12組が1879（明治12）年に売り上げた生糸の等級別 1 貫当たり価格で
ある。優等が57.77円、上中が55.835円、以下下46.484円まで、等級区分と糸価がほぼ比例
しているのがみてとれる。
1889（明治22）年の社則改正案第 6 章「製糸等級及ビ糸整法」第32条には座繰製糸の等
級法は等外を除き優等から下等まで 4 級に区分し、それぞれをさらに甲・乙に分け、 8 区
分していた。第35条にその差は製糸の重量によるとある9。しかし、第38条により製糸荷
造りした場合にその等級は「壱等、弐等、三等の三階」に集約され、第14章「商票並ニ
印章」第99条で述べるように、座繰製糸の場合は、 1 等糸は「五人娘票」赤色、 2 等糸は
「五人娘票」薄青色、 3 等糸は「山東票」の商票を付け出荷される。したがって製糸検
査段階での等級区分は製品等級にほぼ対応しているといえよう。図2-9は1906（明治39）
年の商標別の 1 貫当たり糸価を示している。1889年以降1899（明治32）年まで同様の資料
が筆者の手元にはなく、1900（明治33）年の資料は、等級区分ではなく商標ごとの売上金
額が示されているが糸量のデータが欠けている。1889年から1906年の間に新たに姫標など
商標の種類が増えている。「明治39年度製糸売上金清算書」には、座繰製糸は姫標を先頭
に五人娘、二人娘の順に、機械製糸は羽子板 1 等、同 2 等、提灯 1 等、同 2 等の順に並ん
でおり、また、萩原鐐太郎社長が1909（明治42）年に碓氷社社員に語った社業談のなかに
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出所：『安中市史第6巻』p782-783
図 2 - 8 　1897年の等級別糸価（円/ 貫）
 
9  　第35条「等級ノ差ハ第一類第二類ヲ通シテ製糸拾匁ニ付糸量三分五厘ヲ以テ一等ノ差トシ、優等乙以下毎等逓減スルヲ法トス」
また、糸の太さを表すデニ ルーについては第36条で「デニ ルーノ定度ハ社長・組長ニ於テ需要ノ適否ヲ謀リ随時之ヲ定ム」とある。
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「吾が社の姫及び五人娘を優等とし二人娘・鹿を次等として」10とあるので、商標が製品
等級を示しているといえる。そのうえで図2-9をみれば、製品等級と単価が対応していな
いことがみてとれる。座繰製糸で最も単価が高い姫標の70.4円から最も安い金紅葉65.625
円までの間に、89年から続く商標である五人娘標は69.4円、山東標は67.975円、新しい商
標の二人娘66.12円、金字68.04円、南天票65.78円などとなっており、1889年の等級区分が
1906年の価格に対応していない。その原因は生糸相場であった。萩原社長は「老生が碓氷
社の社業に従事し始めてより是に二十有七年間であるが、顧みて此の間の生糸の価格の高
低は非常なものである」と述懐している11。次に生糸相場の変動の様子をみてみよう。
図2-10は1893年度から1910年度までの五人娘の販売価格の推移を示している。高値は
1893（明治26）年度の770円から次第に上昇し、1889年度に1280円、1907年度に1310円で
この期間の最高値を記録している。安値は1893年度の685円から始まり96年度に642.5円の
最安値となっている。高値と安値の差は1907（明治40）年度に395円で最大であり、平均
は160.5円である。期間を通して高値、安値ともに上昇傾向を示している。1907年度では
高値1310円、安値915円、平均は1150.6円、標準偏差は121.1円とバラツキがおおきく、高
値・安値に対してその差額395円はそれぞれ30.2%、43.2%であり、 1 年を通じて30%から
40%の価格の変化があったと理解できる。
図2-11は1893年度ほか 6 ヶ年の同じく五人娘の販売価格の変化率を表している。横軸は
取引回数である。各年度で取引回数が異なっているが、前回の取引価格に比べ最大で10%
の価格上昇や10%の価格下落がみられ、取引相場が毎回大きく変動していく様子がうかが
える。優等糸の五人娘の販売価格がこのように変動する一方、次等の二人娘・鹿標も同様
 
10 　「由来一般に精製品に非ざれば外国に歓迎される事は出来ぬかの様に思ふて居たのは大なる誤解である。精製品の外国に
歓迎されるのは勿論であるが、吾が社の姫及び五人娘を優等とし二人娘・鹿を次等として盛に外国に歓迎され、以下三等四等
品にても千斤と纏まれば外国の規模の大なる機業に適応するから、外国人は歓で買ふのである」（『安中市史』p845）　
11 　『安中市史』p846
72
71
姫
票
南
天
票
鹿
票
雛
票
山
東
票
金
紅
葉
銀
紅
葉
銀
字
座
繰
計
五
人
娘
二
人
娘
金
字
70
69
68
67
66
65
64
63
62
羽
子
板
...
羽
子
板
...
羽
子
板
...
機
械
計
提
灯
1等
提
灯
2等
出所：『安中市史第6巻』p835-836
図 2 - 9 　1906年の商標別糸価（円/ 貫）
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に価格が変動するであろうから、売上金額は生糸相場に大きく影響を受けるといえよう。
次いで、図2-12で五人娘と信州産機械一番とを価格で比較してみよう。図2-12は1886年か
ら1910年までのある取引日における両者の価格を表している。図からは両者に大きな価格
差はなく、ともに同じような価格の変動を示していることがみてとれる。1886年11月14日
の取引価格は五人娘が710円/百斤、信州機械一番が765円/百斤であった。このとき五人娘
は信機一番に比べ55円安かった。1900（明治33）年までこの傾向が続き、同年に五人娘は
880円、一方信機一番は890円で10円の差があった。この25年間を通じて五人娘は信機一番
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出所：『安中市史第6巻』p849
図 2 -10　五人娘売価推移（円/百斤）
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図2-11　五人娘売価変化率
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に対し平均8.72円、1.6%安かった。ところが、01年には五人娘は940円、一方信機一番は
935円と逆転し、五人娘は信機一番に比べ 5 円高くなり、10年までこれが続いている。そ
の原因は何であろうか。
萩原社長は社業談の中で主要な輸出市場である米国市場が「一様なる製糸を多量に」
需要する市場であり、その需要に応えるためには「吾が碓氷社社業の方針として品種の一
定したもの即ち光沢の良い物は良い物で多量に一定し、悪いものは悪いもので多量に一定
し（中略）一定一様なる製糸を多量に作らねばならぬと云う事を確信した」12という。そ
の経営方針に従った活動の結果「吾が座繰製糸の価格を高め」13 1901（明治34）年の価格
の逆転をもたらしたと思われる。したがって、1910年ころまでは一定一様な製糸の大量生
産が目標であり、座繰製糸と揚げ返し場はその目標に十分応えており、機械製糸への移行
は必ずしも緊要な課題ではなかったと言えるかもしれない。これを図2-13で確かめておこ
う。1905年から群馬県の機械製糸は 1 釜当たり 5 貫を上回りその後上昇したが10年から20
年にかけては10貫前後で推移している。図中1893年から始まる碓氷社機械製糸の 1 釜当た
り生産量は1910年ころまで 5 貫を下回っている。碓氷社の機械製糸の生産性は伸び悩む一
方で、群馬県と碓氷郡の座繰製糸は 2 貫程度で推移している。
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図 2 -12　五人娘と信機一番の価格推移（円/百斤）
 
12 　『安中市史』p843
13 　『安中市史』p844
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おわりに
1909（明治42）年 3 月 5 日に萩原鐐太郎社長宛に城下組、安中組、扇城組連署による機
械製糸所の設置願いが出されたが、それに関して11（明治44）年に開催された機械組組長
会において萩原社長は次のように述べている。「元来機械製糸は同一工場内に於いて同一
なる原料繭を以って同一なる監督の下に斉一したる生糸を製出すると云うのが其の特色で
ある」ところが「憂慮に堪へないのは機械製糸が高価に売れるのを見て漫然何等の決心も
計画もなく機械製糸場を設立することである14」さらに「機械製糸が悉く高価に売れるの
であるかと云うに、決してそうでない」ともいう。このころ、養蚕業の発展による収繭量
の増加に伴い、人手が不足するようになったため座繰製糸から機械製糸へ移行が進められ
た。萩原社長の説示は、機械製糸への移行が製品品質の向上と大量生産をともに達成する
目標ではあっても、機械製糸は座繰製糸同様に熟練を要する技術である点に注意を喚起す
る内容であった。碓氷社にあっては、機械製糸への移行は1885（明治18）年度に西九十九
組が機械製糸を導入して以来25年を経てようやく1910（明治43）年代に本格化していっ
た。しかし、大正初期は設置釜数、その稼働率、就業日数など経営指標は低調であり、さ
らに25年を経て、昭和に入りその成果が現れ始めたようである。座繰製糸から機械製糸へ
の移行は、設備投資のみならず技術の習熟にも長期を要する課題であったことをうかがわ
せる。図14は1902年から1911年までの間に、データが揃う 5 カ年分の資本収益率の推移を
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出所：『碓氷社50年史』p164、『群馬県之蚕糸業』p69、各年の『群馬県統計書』
図 2 -13　生産量（貫）/釜数
 
14 　『安中市史』p877
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示している15。碓氷社では徐々に機械化が進むものの、機械化による生産効率の顕著な上
昇は認められない。
それでは、碓氷社に機械製糸への移行を促した要因は何であったろうか。養蚕業の発
展もさることながら、斯業における多条繰糸機の発明に注目したい。1903（明治36）年こ
ろ御法川直三郎が御法川式多条繰糸機を発明し、後に改良を加え、1921（大正10）年ころ
片倉製糸の今井五介社長がそれを試験生産に移し、その 4 年後には無切断緩速度低温多条
繰糸機が実用化された16。従来の座繰製糸と比較して労働生産性では50%高く、しかも高
品質で30%から50%のプレミアムがついたといわれる。清川〔1995〕は御法川式をはじめ
多種類の多条繰糸機が発明され、全国に普及したと述べている。1910年ころは座繰製糸生
産量が低下を始める一方、機械製糸のそれは急増し、同時に群馬県と長野県における生産
量の格差が顕著になった。長野県ではすでに機械製糸は座繰製糸に対して 9 倍を超える生
産量となっていた。碓氷社における座繰製糸から機械製糸への移行は、収繭量の増加に誘
発され、製糸業界における技術革新の流れに促進されたといえよう。少ない設備投資と組
合形態が座繰製糸の存続を可能にしたが、多条繰糸機が普及するにつれてその製品価格が
低下し、斯業の機械化が進んだと思われる。製糸組合を維持しつつも技術革新と時代の流
れをみこす経営戦略の必要性を物語っているといえる。
 
15 　資本収益率は（生産額－投入労働量）/資本で計算した。①生産額：大塚［1994］は生産額ではなく付加価値額を用いている
が、碓氷社では自家製繭を使い購入繭は使わないので、ここでは原料繭の生産費用が含まれたままの生産額を用いた。②投入
労働量：職工人数×賃金/日×年間労働日数を男女別に計算して合計した。各年の『群馬県統計書』製糸業工場に記載された
碓氷社各組の職工人員数を男女別に集計、製糸女工賃金は大川一司ほか［1987］p243を引用した。『大正 7 年群馬県統計書』
では碓氷社 6 組の平均賃金は男51.25円、女45.83円であり、『物価』のそれとほぼ同じ水準である。男工賃金は製糸女工賃金×
1.2とした。年間労働日数は『大正 7 年群馬県統計書』p202記載の碓氷社 6 組の平均日数を用いた。③資本：固定資本＋株金と
した。固定資本は『碓氷社50年史』p122記載の「碓氷社社有地所建物器具雑品評価額」をもとに安藤良雄［1993］の投資財物
価指数で補正した。株金は1879（明治12）年の社則第40条の規定で各組最低払込金額2000円とある。それに各年の組数を乗
じた。同じく第40条で2000円以上の払い込みを認めているので、ここでの株金は最小株金である。本来ならば座繰製糸と機械
製糸に分けて資本収益率を求めるべきであるが、データが揃わず断念した。
16 　清川〔1995〕p134
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出所：『明治28年群馬県勧業年報』『大正7年群馬県統計書』『物価』（長期経済統計8）p243
　　  『碓氷社50年史』p139、『近代日本経済史要覧』p2
図14　生産量（貫）/釜数
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碓氷社における座繰製糸から機械製糸への移行について（今野）
本稿では碓氷社創業から1910年代までの期間における座繰製糸から機械製糸への移行を
生産活動の面から考察した。碓氷社は甘楽社、下仁田社との統合を経て昭和時代も存続し
た。萩原鐐太郎は碓氷社の組合金融についても言及していた。大正から昭和にかけて機械
製糸への移行はどのように行われたのか、また、金融を含め組合経営の面からも興味がも
たれるが、次稿の課題としたい。
本稿を執筆するにあたり牧野文夫先生からご教示を賜りました。末筆ながら記して感
謝申し上げます。
 （こんの　まさのぶ・本学経済学部教授）
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